
あ か カーボンオフセット

赤ちゃんの駅

緩衝緑地

アスマイル

管理不全空き家

アダプト制度 き 基幹相談支援センター

企業立地対象エリア
う 売上アップ応援金

義務教育学校

お

温室効果ガス

救急タグ

「カード」と「ＩＣチップ」により構成され、アレ
ルギー、飲んでいる薬、かかっている病
気、緊急連絡先等をあらかじめ本タグに書
き込んで、携帯することで、緊急時に救急
隊や病院の医師が書き込まれている内容
を参考にでき、安全な医療をすみやかに
受けることにつながるもの。

太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖
める働きがあるガスのこと。「地球温暖化
対策の推進に関する法律」では、二酸化炭
素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素
（N2O）のほか、ハイドロフルオロカーボン
類(HFC）、パーフルオロカーボン類
（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒
素（NF3）を加えた7 ガスが削減対象の温
室効果ガスと定められている。

　　用語集

青色回転灯パトロールカー

航空機騒音や排ガス等の緩和を目的に整
備された緑地のこと。

青色回転灯を装備した自動車による自主
防犯パトロール活動のこと。

乳幼児連れの保護者が安心して外出でき
るように、授乳、おむつ交換、遊びのス
ペースのいずれか又は全てが自由に利用
できる公共的施設に「赤ちゃんの駅」標識
（看板又はステッカー）を掲示したもの。

大阪府が提供する、府民の健康をサポー
トするスマートフォンアプリ。18歳以上の府
民なら誰でも参加可能で、日々の健康記
録でポイントを貯めると抽選への参加や電
子マネー等と交換できる。

大阪国際空港周辺

大阪国際空港における航空機騒音・安全
対策の促進および空港と周辺地域との調
和を図ることを目的として、豊中市を含む
空港周辺10市で構成された組織のこと。

新しい生活様式に対応した商品・サービス
などで販路開拓、売上アップに取り組む市
内事業者等で構成されたグループが行う
事業、あるいは地域の賑わい創出や消費
喚起に取り組む市内事業者等で構成され
た団体又は実行委員会が行う事業に対し
て交付する応援金。

日常生活や経済活動に伴う温室効果ガス
の排出について、どうしても削減できない
排出を他で埋め合わせること。埋め合わせ
の手法として、温室効果ガスの削減活動に
投資することや、他の場所で削減された二
酸化炭素削減量をクレジットという形で購
入するなどの手段がある。

管理が不十分なため、防犯・防災面での不
安等、地域の住環境へ悪影響を及ぼして
いる空き家のこと。

総合的な相談業務（身体障害・知的障害・
精神障害）及び権利擁護・虐待防止の業
務を行う地域の相談支援の拠点のこと。

立地促進奨励金の対象となる地域。現在、
豊中市においては、都市計画法第8条に定
める用途地域のうち、準工業地域又は工
業地域。

「アダプト」とは、英語で「養子にする」という
意味。道路や公園などの公共の場所をわ
が子のように慈しみ、清掃・美化する活動
のこと。

「学校教育法等の一部を改正する法律(平
成27年法律第46号)」（平成27年(2015年)6
月24日公布、平成28年(2016年)4月1日施
行）により創設された新しい種類の学校
で、一人の校長のもと、すべての教職員が
一体となって「めざす子ども像」などを共有
し、義務教育9年間で一貫した教育課程を
編成・実施する。また、9年間を見通して、
発達段階に応じた柔軟な学年段階の区切
り（例えば、4年-3年-2年）の設定や、独自
の小中一貫教科の設定などが認められて
いる。
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旧耐震基準 け 景観計画

ゲートキーパー
教育保育環境ガイドライン

協働事業市民提案制度 けんしん

緊急雇用支援金

こ 交通空白地

公民学連携

くらし再建パーソナルサポートセンター
く

コミュニティ・スクール

くらしの安心メール

さ 産業誘導区域

ぐんぐん元気塾

し シェアサイクル

くらしに不安を感じている方への相談支援
に加え、就労支援や家計相談支援など包
括的な支援を行う総合相談窓口のこと。

登録している方を対象に、最近市内で起
こっている特殊詐欺、悪質商法やトラブル
等の事例、またその事例に対する対策や
注意点を月に２回程度くらし支援課より配
信しているメールのこと。

住民主体ささえあい活動として、介護予防
に資する体操などをボランティアにより地
域のサロン等で提供する活動のこと。

「景観法」に基づいて、景観に関するまち
づくりを進めるため、景観行政団体が良好
な景観の形成に関する基準などを定めた
基本的な計画。

知識を研修等で身に着け、自殺の危機を
示すサインに気づき、適切な対応（悩んで
いる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、
必要な支援につなげ、見守る）を図ること
が出来る人のこと。

健診と検診の2種類がある。健診には特定
健診や市民健診等があり、病気を未然に
防ぐことを目的としている。検診には歯科
検診やがん検診等があり、特定の病気を
探すことを目的としている。

鉄道やバスなどの公共交通を利用するこ
とが困難なエリア。豊中市では鉄道駅から
半径1,000m、バス停から半径500mの範囲
から外れるエリアを交通空白地域としてい

主に自治体が提供してきた公共サービス
に、民間の知恵やアイデア、資金や技術、
ノウハウを取り入れ、事業効率の向上等を
図るための枠組みのこと。

コミュニティ・スクールとは、保護者や地域
住民等により構成する学校運営協議会が
設置された学校のこと。地域の声を学校運
営に反映させ共有していくことにより、学校
と地域が一体となって子どもたちの豊かな
成長を支えることを目的とする。

事業所が集積し、住宅立地が進んでいな
い地域で、今後も事業所の集積を図り、住
工混在の進行を防止することで、安定した
操業環境の維持・形成を図る区域のこ
と。。

都市内に複数のポート（自転車の貸し出
し・返却場所）を配置し、いつでもどのポー
トでも自転車の貸し出し・返却が可能な、
短時間・短距離の移動を目的とした都市交
通システム。

建築基準法が改正される以前の昭和56年
5月31日までの建築確認に適用されていた
耐震基準。現行の耐震基準に比べ耐震性
が低く、阪神淡路大震災などの大地震で
大きな被害を受けた。

市民公益活動団体が、地域の課題を解決
するために市と一緒に取り組むことでより
効果が高まる事業を、市に提案する制度。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
より経済的に困窮する市民が増加するとと
もに、雇用情勢が悪化している状況におい
て、失業等により経済的な困窮状態にある
市民やその家族、高齢者など就労にむけ
た阻害要因を有する就労困難者等の雇用
機会を確保するため、くらし再建パーソナ
ルサポートセンターの相談者又は豊中しご
とセンターの利用者を雇用し、一定の支給
要件を満たした事業主に対し、雇用等に要
する費用を支援するもの。

市内の就学前施設が公民協働で平成31
年4月に策定した、教育・保育内容の評価
の仕組みの土台となる保育環境評価ツー
ル。
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自主防災組織 商品高付加価値化応援金

食品ロス
指定管理者

人材確保促進補助金

市民公益活動

せ 生物多様性

重層的支援体制

ゼロカーボンシティ

住宅確保要配慮者

そ ソーシャルメディア

住宅セーフティネット

総合ハザードマップ
重点エリア

営利を目的とせず、自発的及び自主的に
行われ,市民その他不特定かつ多数のも
のの利益の増進に寄与する活動。なお、
営利事業者が地域社会の構成員（企業市
民）として社会貢献活動を行う場合も市民
公益活動となる。

市内事業者が商品等の生産性・付加価値
の向上につなげるために取り組む事業に
対して交付する応援金。

多様な人材の確保や就労の促進、従業員
の働きやすい職場づくり拡大のため、市内
事業者における、職場環境の整備や副業
人材等の活用に係る経費に対する補助

金。

生き物たちの豊かな個性とつながりのこと
で、これらの生命は一つひとつに個性があ
り、直接または間接的に支え合って生きて
いる。「生態系の多様性」、「種の多様性」、
「遺伝子の多様性」の3 つのレベルの多様
性がある。

ブログ、ソーシャルネットワーキングサービ
ス（SNS）、動画共有サイトなど、利用者が
情報を発信し、形成していくメディア。利用
者同士のつながりを促進するさまざまなし
かけが用意されており、お互いの関係を視
覚的に把握できるのが特徴。

洪水、内水、津波、高潮、土砂災害といっ
た風水害時の浸水想定区域や浸水深など
に加え、事前の備えや大雨時のとるべき
行動、避難施設などを記載したハザード
マップのこと。

地域住民が協力・連携し、災害から「自分
たちの地域は自分たちで守る」ために活動
することを目的に結成する組織のこと。

経済的な危機に陥っても最低限の安全を
保障する社会的な制度や対策の一環とし
て、住宅に困窮する世帯に対する住宅施
策のこと。

平成３０年（２０１８年）１月に策定した「企
業立地促進計画」に基づき、操業環境の
維持・形成を最優先し、支援制度と条例に
よる規制により、事業所の集積を誘導し、
産業振興を図る区域。

2050年に温室効果ガスの排出量又は二酸
化炭素を実質ゼロにすることを目指す旨を
首長自ら又は地方自治体として公表した
地方自治体のこと。なお、実質ゼロとは、
温室効果ガスの人為的な発生源による排
出量と森林等の吸収源による除去量との
間の均衡を達成すること。

住宅の確保に何らかの支障があり、配慮
が必要な人。「住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住
宅セーフティネット法）」に規定されており、
低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子
育て世帯など。

食品廃棄物のうち、食べ残しや賞味期限
切れに伴い廃棄されるものなど、本来食べ
られるにもかかわらず捨てられるもの。

地方自治法第244条の規定で、公の施設
の管理に関して、公共的団体や民間企業
等が管理・運営を行うことで、より効果的・
効率的に施設運営を行うことを目的とした
制度。

市町村全体の支援機関・地域の関係者が
断らず受け止め、つながり続ける支援体制
を構築することをコンセプトに、「属性を問
わない相談支援」「参加支援」「地域づくり
に向けた支援」を一体的に実施する体制
のこと。

3　　　



た 待機児童数 チャレンジ事業補助金

ち 地域自治システム

つ 通学路交通安全プログラム

地域自治組織

て 低炭素建築物

地域循環型共生圏

デジタル
地域包括ケアシステム

地域包括支援センター てまえどり

デマンド型乗合タクシー
チームオレンジ

チャットボット 展示会等出展支援補助金

地域において認知症の人や家族の困りご
との支援ニーズと認知症サポーターをつな
げる仕組みのこと。

チャット（会話）とロボットを組み合わせた言
葉。自動的に会話を行うプログラムのこと。

通学路の交通安全の確保を継続的かつ効
果的に実施するため、3年毎に市内全41小
学校及び未就学児の移動経路を対象に点
検を実施し、道路管理者、交通管理者、
PTA、教育委員会、保育事業者及び市が
連携し対策を進め通学路等の安全性の向
上を図るもの。

くらしや仕事をデジタルデータによって変革
し、新しい価値を生み出すこと。社会課題
の解決にもつながる新しい技術。ICT・情報
化は、パソコンやインターネットなどのこれ
までの情報技術。

商品棚の手前にある商品等、販売期間の
迫った商品を積極的に選ぶ購買行動のこ

市内事業者が製品、技術又はサービス等
を展示会や見本市等に出展する場合の費
用に対する補助金。

路線バスとタクシーの中間的な役割の交
通形態で、停留所間を固定の運行ダイヤ
により、事前の予約があった場合のみ運
行するもの。

地域の高齢者や介護家族から介護、福
祉、権利擁護、介護予防などの様々な相
談を受けて総合的に支援する機関のこと。

可能な限り住み慣れた地域で自分らしい
暮らしを人生の最後まで続けることができ
るよう、住まい・医療・介護・予防・生活支
援が一体的に提供されるシステムのこと。

「都市の低炭素化の促進に関する法律」に
おいて、二酸化炭素の排出の抑制に資す
る建築物で、所管行政庁(豊中市)が認定
を行うもの。認定を受けた低炭素建築物に
ついては、税控除優遇や容積率緩和等の
対象となる。

地域のことを、地域の特性に応じて、その
地域の市民・事業者・NPOが考え、決めて
実行していく仕組みのこと。

豊中市自治基本条例に基づき、市民及び
事業者が地域における自治を推進するた
めに自主的に形成し、地域の安全、教育、
福祉、環境その他の課題について協議し、
協力、連携しながら解決に向けて取り組む
組織のこと。

各地域が美しい自然景観等の地域資源を
最大限活用しながら自立・分散型の社会を
形成しつつ、地域の活力が最大限に発揮
されることをめざす考え方のこと

保育が必要で保育所等に入所申し込みし
たが、入所できず待機となった児童数（国・
厚労省「保育所等利用待機児童数調査要
領」に基づく）のこと。

市内事業者や市内事業者で構成されるグ
ループ又は団体が新たに取り組む事業
で、市内事業者のビジネス拡大や市内で
の消費拡大が期待されるものに対して交
付する補助金。
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電力の地産地消 ふ 不育症

と とよなか子育て応援団 不育症治療

不育症のリスク因子に応じた治療のこと。

フードドライブ

とよなか防災アドバイザー
不妊症

フレイル
とよふぁみ

ほ 保育定員確保緊急対策事業

な 内部統制

ま マイ・タイムライン
日常生活圏域

認知症カフェ
み みどり率

加齢とともに心身の機能が衰えた状態の
こと。早めに気づいて対応することで、要
介護状態になる可能性を下げることができ
る。

住民一人ひとりのタイムライン（防災行動
計画）であり、台風等の接近による大雨に
よって河川の水位が上昇する時に、自分
自身がとる標準的な防災行動を時系列的
に整理し、自ら考え命を守る避難行動のた
めの一助とするもの。

住民の福祉の増進を図ろうとする組織目
的が達成されるよう、市長自らが、組織目
的の達成を阻害する事務上の要因をリス
クとして識別及び評価し、対応策を講じる
ことで 、事務の適正な執行を確保するこ
と。

一人ひとりが安心した生活を継続できるよ
うに住み慣れた身近な地域を「日常生活圏
域」として設定。市内に7つの圏域があり、
おおむね中学校区。

認知症の人やその家族が、地域の人や専
門家と相互に情報を共有し、お互いを理解
し合う場。地域の実情に応じて認知症地域
支援推進員が企画する等、様々な実施主
体方法で開催されている。

公園樹・街路樹などの樹林地、草地、農
地、宅地内の緑（屋上緑化を含む）や、河
川などの水面面積の合計が市域全体の面
積に占める割合で、豊中市が独自に設定
した指標。

妊娠はするけれども、流産、死産、新生児
死亡などを繰り返して、結果的に子どもを
持てない状態のこと。

豊中市の子育て情報、イベント情報の配信
や子育て関連施設情報を提供する子育
ち・子育て応援アプリ。また、予防接種のス
ケジュールや子どもの成長記録などがアプ
リ上で管理可能。

地域の自主防災力を向上させるため、自
主防災組織や自治会などに派遣する気象
防災アドバイザーや防災士などの防災の
専門家のこと。

地域で生産された電気をその地域で消費
すること。送電ロス、環境負荷の低減が期
待される。

子どもと一緒に外出しやすい地域づくりの
ための豊中市の登録制度。授乳スペース
や子ども用のいす、絵本の貸し出し、交流
の場の提供など、子育て世帯にやさしい
サービスを提供しているお店や施設、団
体。

家庭で余っている食品を持ち寄り、フード
バンク等を通じて、それを必要としている福
祉団体、施設に寄付する活動のこと。

何らかの治療をしないと、自然に妊娠する
可能性がほとんどない状態のこと

2歳卒園児の引き上げ枠となる3～5歳の保
育定員を緊急的に確保するとともに、さら
なる保育ニーズの増加に機動的に対応し
ていくため、市独自施策として、保育所・認
定こども園の受け入れ枠拡充および幼稚
園の預かり保育充実を行う事業者へ助成
する制度のこと。
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見守りカメラ A ACP啓発

め メンタルヘルス

ＡＩ
メンタルヘルスリテラシー

や ヤングケアラー
AI-OCR

C CDN

り 立地促進奨励金

F FAQ
立地適正化計画

H HACCP

IT機器導入補助金

Artificial Intelligence Optical Character
Readerの略で、人工知能を活用し、手書き
文字や印刷文字を光学文字認証技術によ
り、テキストデータに変換する技術。

よくある質問と回答のこと。

精神面（こころ）の健康のこと。

こころの健康に関する知識、知識を使う能
力のこと。

法律上の定義はないが、家事や家族の世
話など本来は大人が担うような負担や責
任を日常的に担い、家庭の支え手となって
いる子どものことをいう。責任や負担が大
きいと学校生活や友人関係に影響が出た
り心身に不調を感じたりする場合があり、
負担軽減など支援が必要。

ACPとは、アドバンス・ケア・プランニングの
頭文字をとったもので、将来自分自身が病
気になったり介護が必要になったりしたと
きに備えて、希望する医療や介護のことな
どについて、家族や大切な人、医療・介護
関係者とともにあらかじめ考え、話し合うプ
ロセスの重要性を知っていただくための活
動のこと。

産業の振興及び空洞化の防止並びに雇用
機会の拡大を図るとともに、地域と調和し
た企業の立地を促進することを目的とし、
製造業等の業種で企業立地対象エリアに
おいて、事業所を新設した場合等に支払う
奨励金制度。

Contents Delivery Networkの略。ウェブサ
イトを分散した配信拠点にコピーして、そこ
からオリジナルのウェブサイトの代わりに
情報を届けるネットワークのこと。アクセス
負荷軽減を図る仕組みで、サーバーダウ
ンを防ぎ安定的な運用を可能にする。

製品の安全性を確保しようとする衛生管理
の手法で、国際的に認められたもの。食中
毒菌汚染や異物混入等の危害要因を把握
し、原材料の入荷から製品の出荷に至る
全ての工程の中で、その危害要因を除去
又は低減させるために特に重要な工程を
管理する方法。

デジタル化の促進や業務の効率化・生産
性の向上のため、ITに関する課題を抱える
市内事業者が課題解決に資するIT機器等
を購入する場合の費用に対する補助金。

「都市再生特別措置法」に基づいて、人口
減少・超高齢化社会の到来においても持
続可能な都市づくりを進めるため、人口密
度の維持と生活サービス機能などの適切
な誘導を図る方針や区域を示し、届出制
度により、長期的に緩やかに土地利用の
誘導を進める計画。

地域における街頭犯罪や侵入盗を未然に
防止し、犯罪のない安心・安全なまちづくり
の推進を目的に、1小学校区平均30台で市
内に1230台設置する防犯カメラのこと。

「アーティフィッシャル　インテリジェンス」
（人工知能）の略。人間が行ってきた知的
行為を、機械が実行する人工知能のこと。
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N ＮＡＴＳ

R RPA

S ＳＤＧｓ

「Sustainable Development Goals（持続可
能な開発目標）」の略称。2016年から2030
年の15年間で達成すべき「世界共通の目
標」として、2015年9月に国連で開催された
持続可能な開発サミットで採択された。17
のゴール・169のターゲットから構成してお
り、地球上の「誰一人取り残さない（leave
no one behind）」ことを誓っている。SDGsは
発展途上国のみならず、先進国も含めた
全ての国、全ての人々が取り組むべき国
際目標。

Robotic Process Automationの略。ロボット
による業務自動化のこと。

府県を越えて隣り合う、西宮市、尼崎市、
豊中市、吹田市の4市の頭文字を西から東
に位置する順番に並べて表現したもの。府
県の枠組みを越えて広域的に連携し、都
市間のネットワークを活かした取組みを
行っている。
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